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地域の皆さまとともに、 
126年の歴史を歩んでまいりました

1895
５月  
株式会社紀陽貯蓄銀行設立

1950
６月  
大阪府下第一号店舗として深日
支店開設

1973
10 月  
東京・大阪両証券取引所第二部
に上場

1991
10 月  
シンボルマークの
使用を開始

1992
６月  

「紀陽ピクシス」 
（現 コンサルティング営業室）
設置

1995
５月  
創立 100 周年

1997
11 月  
風説の流布による預金の流出

2002
３月  
第三者割当増資 
普通株式 238 億円発行

2012
６月  
紀陽堺ビルに大阪本部設置

2015
４月  
紀陽大阪ビルに 
融資部大阪分室を設置
５月  
創立 120 周年

2020
５月  
創立 125 周年

2017
６月
監査等委員会
設置会社へ移行

1999
５月
和歌山県商工信用組合の 
事業譲受
12 月
第 1 回優先株式 344 億円発行

2006
２月  
株式会社紀陽ホールディングス
設立
３月  
第 2 回優先株式 80 億円発行
10 月  
株式会社和歌山銀行と合併
11 月  
公的資金 315 億円導入

2013
９月  
公的資金完済
10 月  
株式会社紀陽ホールディングス
と合併

1922
１月  
普通銀行に転換 
商号を「株式会社紀陽銀行」に
改称

1931
11 月  
和歌山市金庫の指定を受ける

1948
11 月  
県外店舗第一号として五条支店
開設

1970
５月  
紀陽大阪ビル竣工

1975
３月  
東京・大阪両証券取引所第一部
に昇格

1985
２月  
紀陽ソフトウェアサービス株式
会社（現 紀陽情報システム株
式会社）設立

紀陽銀行は、１８９５年の創立以来、和歌山県および大阪府を主要エリアとして地域の皆さまと
ともに歩んでまいりました。その間、バブル経済崩壊後の多額の不良債権処理や１９９７年１１月
に風説の流布による預金流出が発生するなど、大きな危機に直面しましたが、地域の皆さまの
温かいご支援により、ここまで成長することができました。当行はこの経験とノウハウを活かし、
地域経済の発展に尽力するとともに、地域の皆さまに対する「感謝」を忘れることなく、サステ
ナブル社会の実現に貢献してまいります。

71 年前から大阪に出店

地域社会の繁栄に貢献し、地域とともに歩む 
堅実経営に徹し、たくましく着実な発展をめざす

紀陽銀行 経営理念

41

第
1
部
／
第
１
章

紀陽貯蓄銀行の時代第 １ 章
〈明治28（1895）年～大正10（1921）年〉

大正初期の当校役職員（秋葉山公園にて）

本店の営業室内

新築落成の本店外観
新聞広告

（大8.8.15 和歌山新報）

営業室以外は鋼板ぶき、2階造りの堂々たる店舗

であった。

1980.3
預金残高１兆円達成

和歌山県に本店を置く 
唯一の地方銀行に

大阪において法人向け取引を強化

1984.3
貸出金残高１兆円達成

2008.3
預金残高３兆円達成

2020.3
貸出金残高３兆円達成

2021.3
預金残高４兆円達成
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和歌山と大阪、２つの地元エリアとの信頼関係の構築と存在意義の確立
紀陽銀行は和歌山県に本店を置く唯一の地方銀行であり、当エリアの地域経済を支えるという重要な使命を担っていま

す。１２６年の歴史のなかで築き上げたお客さまとのリレーションをさらに強化し、地域企業への本業支援に注力することで、
地域産業の活性化と雇用創出を推進し、サステナブル社会の実現をめざします。また、大阪府には７１年前に出店するなど
歴史も古く、当行が地元エリアと位置づけている大阪南地区のメインバンク調査（帝国データバンク調べ）では、大阪府以外
に本店を置く金融機関（メガバンク除く）として第1位のシェアを確保しています。今後は大阪市内中心部でもメイン取引化
にこだわり、お客さまとの接点強化に取り組みます。

預金等 地域別構成 貸出金 地域別構成 従業員 地域別構成

※2021年3月31日時点の従業員
　(出向者、嘱託行員、パート除く)の地域別構成

※出所：帝国データバンク

◆全国メインバンク調査（都道府県別）

順位 取引銀行名
（都道府県名）

2020年社数

シェア

1 十八親和銀行（長崎県） 13,005 84.4%

2 紀陽銀行（和歌山県） 8,038 63.9%

3 山陰合同銀行（島根県） 5,746 62.0%

4 南都銀行（奈良県） 5,773 61.7%

5 伊予銀行（愛媛県） 11,168 60.3%

◆全国メインバンク調査（近畿圏）

順位 取引銀行名
2020年社数

シェア

1 三井住友銀行 30,168 13.4%

2 三菱ＵＦＪ銀行 23,670 10.5%

3 りそな銀行 14,797 6.6%

4 関西みらい銀行 13,442 6.0%

5 京都銀行 10,976 4.9%

6 紀陽銀行 10,615 4.7%

7 南都銀行 9,645 4.3%

8 滋賀銀行 8,907 4.0%

9 京都中央信用金庫 7,700 3.4%

10 みずほ銀行 6,807 3.0%

◆和歌山県内メインバンク調査

順位 取引銀行名
2020年社数

シェア

1 紀陽銀行 8,038 63.9%

2 きのくに信用金庫 2,086 16.6%

3 三菱ＵＦＪ銀行 410 3.3%

4 南都銀行 365 2.9%

5 三井住友銀行 306 2.4%

6 新宮信用金庫 239 1.9%

7 第三銀行 234 1.9%

8 りそな銀行 96 0.8%

9 商工組合中央金庫 93 0.7%

10 みずほ銀行 87 0.7%

11 紀南農協 72 0.6%

12 関西みらい銀行 63 0.5%

13 池田泉州銀行 62 0.5%

14 ありだ農協 51 0.4%

15 紀州農協 48 0.4%

◆大阪府下メインバンク調査（大阪南地区）

順位 取引銀行名
2020年社数

シェア

1 三井住友銀行 2,977 15.5%

2 池田泉州銀行 2,527 13.2%

3 三菱ＵＦＪ銀行 2,490 13.0%

4 りそな銀行 2,260 11.8%

5 大阪信用金庫 2,018 10.5%

6 紀陽銀行 1,899 9.9%

7 関西みらい銀行 1,751 9.1%

8 大阪シティ信用金庫 530 2.8%

9 みずほ銀行 359 1.9%

10 尼崎信用金庫 318 1.7%

11 南都銀行 205 1.1%

12 商工組合中央金庫 176 0.9%

13 成協信用組合 111 0.6%

14 徳島大正銀行 110 0.6%

15 阿波銀行 75 0.4%

当行（和歌山県）が
全国第２位の県内シェアを確保

大阪府以外に本店を置く
金融機関（メガバンク除く）

としてトップ水準

大阪ビル

堺ビル

本店

大阪府

41店舗
（うち事業性取引拠点 31 店舗）

奈良県・東京都

3 店舗
（うち事業性取引拠点 2 店舗）

和歌山県

68 店舗
（うち事業性取引拠点 16 店舗）

※インターネット支店含む

100㎞
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紀陽銀行の強み＜価値の源泉＞

2%
687
億円

大阪

奈良・東京等

和歌山

71%
31,755

億円

28%
12,321

億円

大阪

奈良・東京等

和歌山

37%
12,167

億円

10%
3,390

億円

53%
17,277

億円

大阪

その他

和歌山

58%
1,254

人

2%
48
人

40%
862

人

〈紀陽銀行の主要営業エリア〉
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中小企業取引において最大の強みを持つ地方銀行として
和歌山＆大阪の地元エリアに強固な顧客基盤を構築しています

紀陽フィナンシャルグループ

中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求 「銀行をこえる銀行」をめざしグループ会社体制を強化
紀陽銀行は、第5次中期経営計画（２０１８年４月～２０２１年３月）において、持続可能なビジネスモデルとして「中小企業向

け貸出を起点としたビジネスモデル」を展開し、地元企業とのリレーション重視の営業活動を続けてまいりました。メイン取
引へのこだわりにより浸透した本業支援活動が当行の最大の強みであり、「中小企業取引」において最も競争優位性を発揮
できる分野です。事業環境が変化していくなかでも、「中小企業の成長支援」は地域社会の持続的な発展に貢献していくう
えで必須であり、いつの時代も当行の存在意義を見い出せる分野であると認識しているなか、今後も本ビジネスモデルを
さらに追求することで、地元企業の成長発展と収益機会の拡大をめざします。

地域金融機関を取り巻く環境は大変厳しく、またステークホルダーからの期待は多様化・高度化してきており、それらに
対応する機能をあわせ持つ銀行グループへと進化させるため、２０２０年度にグループ会社体制を強化しました。それぞれ
のグループ会社が持つ機能を最大限に発揮できる体制を構築し、紀陽フィナンシャルグループ一体となった地域企業のサ
ポート体制の充実を図ります。
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『中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの展開』

地元企業とのリレーション強化による
総合収益拡大モデル

地元企業に対する積極的な
リスクテイク

本業支援活動の展開

事業性サービス収益
の拡大

富裕層取引の展開

オーナー取引の拡大

地域経済の
活性化

地元地域

事業の
成長・発展

地元企業

収益力の
強化

当行

中小企業向け貸出の増強

紀陽銀行の『持続可能なビジネスモデル』
＜営業基盤＞
和歌山＆大阪

㈱紀陽銀行
（銀行業）

紀陽ビジネス
サービス㈱

（事務代行業務）

紀陽
パートナーズ㈱ 
（職業紹介業務）

阪和信用保証㈱
（信用保証業務）

紀陽リース・
キャピタル㈱
（リース業務）

紀陽キャピタル・
マネジメント㈱

（投資業務）

㈱紀陽カード
（クレジットカード業務）

㈱紀陽カード
ディーシー

（クレジットカード業務）

紀陽
情報システム㈱

（電子計算機開発業務）



＜社会関係資本＞
・地元における圧倒的な存在感
・業歴126年の情報とリレーション
・和歌山県での圧倒的なシェア
・大阪府での71年の歴史と地元化

＜人的資本＞
・お客さまの期待に本気で向き合う

企業風土
・専門性の高いコンサルティング

人材

＜製造資本＞
・店舗数112店舗、店舗外ATM数
  152拠点の充実した地域内金融イ

ンフラ

＜知的資本＞
・中小企業取引における高度なノウ

ハウ
・メイン取引にこだわる本業支援
  活動
・グループ機能の活用による高度な

課題解決力

＜財務資本＞
・高い収益力
・健全な財務基盤
・健全な貸出資産
・安定した自己資本

当行の
経営資源

中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの追求により
グループ一体で地元企業のバリューチェーンのすべての

領域に関わり価値共創する
総合金融グループ

地域
顧客

株　主

従業員

ステークホルダーとの
価値共創

・地元企業の成長
・地域経済の拡大
・地域金融インフラ

の高度化

・企業価値の向上
（株主価値の向上）

・紀陽フィナンシャル
グループの成長

（従業員の成長）

本業活動を通じた
SDGs 達成へ

地元企業のバリューチェーン

＜企　画＞
 ・事業計画策定
 ・マーケティング（連携）
 ・商品企画 ( 連携 )

＜販　売＞
 ・ビジネスマッチング
 ・広告宣伝 ( 連携 )
 ・販路開拓 ( 連携 )

＜経　営　管　理＞
・各種コンサルティング（人事 · IT · 不動産 · BCP ·

後継者育成 等）、人材紹介、　人材育成
・キャッシュレス決済、

役員保険（連携）
・事業承継対策· Ｍ＆Ａ、

資本政策（投資 · IPO等）

＜投　資＞
 ・設備資金融資
 ・リース
 ・損害保険 ( 連携 )

＜生　産＞
 ・運転資金融資
 ・ビジネスマッチング

投資

生産販売

企画

経営
管理

少子高齢化・人口減少・
事業所の減少

新型コロナウイルスによる
社会構造変化 銀行法等の規制緩和 気候変動による

水害の増加
デジタライゼーションの

進展
南海トラフ地震発生率の

上昇

当行グループを取り巻く環境

ステークホルダーとの価値共創の実現に向けて、
健全かつ適正な地元企業のバリューチェーンとの関わりを下支え

・リスクアペタイトフレームワーク（RAF）によるモニタリング ・コーポレート・ガバナンス
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財務ハイライト 非財務ハイライト
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事業性コアカスタマー先数※　7,400先

（先）

2021/3末2019/3末 2020/3末
0

2,000

4,000

6,000

8,000

6,275
6,785

7,400

ビジネスマッチング成約件数　2,279件

（件）

2021/3期2019/3期 2020/3期

2,118
2,372 2,279

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

ITコンサルティング成約件数　17件

（件）

2021/3期2019/4

開 始

2020/3期

12

17

0
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人事コンサルティング成約件数　18件

（件）

2021/3期2019/4

開 始

2020/3期

6

18

0
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20

事業性評価対象先数　1,281先

（先）

2021/3末2019/3末 2020/3末

899

1,158
1,281

0

300

600

900

1,200

1,500

M&A支援先数　533先

（先）

269
336

533

2021/3期2019/3期 2020/3期
0

150

300

450

600

地元企業への出向者数　57名

（名）

49
53

57

0

15

30

45

60

2021/3末2019/3末 2020/3末

貸出金残高　32,835億円

（億円） ■ 奈良県・東京都 等　■ 大阪府内　■ 和歌山県内

29,680 30,843
28,762

2021/3 末2019/3 末 2020/3 末2018/3 末

32,835

0

7,000

14,000

21,000

28,000

35,000

3,157 3,240
2,932

3,390

15,252 15,98214,732
17,277

11,270 11,62111,097 12,167

預金等残高　44,765億円

（億円） ■ 奈良県・東京都 等　■ 大阪府内　■ 和歌山県内

40,077 40,57139,599
44,765

756 681654
687

10,696 10,92510,593
12,321

28,624 28,96328,350 31,755

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2021/3 末2019/3 末 2020/3 末2018/3 末

親会社株主に帰属する当期純利益　135億円

（億円）

2019/3期

116

2020/3期

137

2018/3期

117

2021/3期

135

0

30

60

90

120

150

顧客向けサービス業務利益　90億円

（億円）

2019/3期 2020/3期2018/3期 2021/3期
0
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80

100

42

67
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中小企業向け貸出残高　15,201億円

（億円）

12,932 13,687
12,211

15,201

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

2021/3末2019/3末 2020/3末2018/3末

役務取引等利益　78億円

（億円）

59
66

57

78

2019/3期 2020/3期2018/3期 2021/3期
0

18

36

54

72
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自己資本比率（連結）　10.4%

2019/3期 2020/3期2018/3期 2021/3期
0

3

6

9
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15
（%）

9.3 10.09.7 10.4

ROE（連結）　5.9%
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数字で見る紀陽銀行

※コアカスタマー戦略
当行をメインバンクとしてご利用いただいているお
客さま（＝コアカスタマー）に対し、当行の経営資源
を優先的かつ集中的に投下し、新たな価値をご提
供していく戦略。（第５次中期経営計画より開始）


